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２００６年度事業計画（案） 

 

はじめに 

 

 日本経済は、景気動向指数が示すように大企業中心の設備投資、大型輸出拡大、個人消費に支えら

れ、緩やかな回復基調が継続しています。しかし、一方で輸出主導による景気回復は原油価格動向の

影響など不安定な要素も含んでいます。  

 有効求人倍率は１４年ぶりに全国的には１.０３倍に回復しましたが、完全失業率は４.５％と高

く、とりわけ近畿は５.７％と低下傾向ながら高水準にあります。 

 緩やかな景気回復にともなって企業収益は伸張していますが、個人所得格差は広がり二極分化の傾

向が強まっています。新規学卒者の内定率も大きく改善してきましたが、就職経験のない若年者や失

業期間の長い中高年齢者など、「就職困難者等」に対する取り組み（職業能力の蓄積や雇用の柔軟性

確保）が一層求められています。 

 経済・社会の構造的変化、就業意識の多様化の状況下にありますが、Ｃ-ＳＴＥＰは市町村の地域

就労支援事業と連携を強化し、同和地区人材雇用開発センタ－から設立２５周年の精神を受け継ぎ、

企業の社会的責任（ＣＳＲ）の一環として「雇用を通じた人権の確立」の推進に向けて事業を推進・

拡充します。 

 そのため、２００５年度に引き続き①人材開発・養成事業、②就職マッチング事業、③雇用・就労

情報提供事業、④職域開発事業を基軸に据えて取り組みを強化します。 

 とりわけ重点課題として、①「Ｃ-ＳＴＥＰ会員企業貢献度評価・顕彰制度」の最終年度を迎え、

２００７年３月のエントリ－に向けて一層の取り組みを期待します。 

 ②「新規加入会員拡大年間」の集中した取り組みで得た資源・教訓・経験をさらに活かし、今年度

も取り組みを継続します。 地方自治体の「指定管理者制度」の本格的施行や「総合評価一般競争入

札制度」における公共性評価もアピ－ルしながら、会員拡大と就業機会の増加を図ります。 

 ③Ｃ-ＳＴＥＰ労働政策研究会では、労働環境の変化、労働行政の改正点などを研究・分析してき

ましたが、その検討・論議をふまえ、人材開発養成事業を複線化し拡充していきます。 また、多様

な就業形態を活用し「就職困難者等」の職業生活において、序々に経験を重ねていくシステムとして

ＯＪＴのような「ジョブトレ－ニングコ－ス」へと充実を図っていきます。 

 ④更なる人材開発・養成事業の複線化のために、就業体験の場の創出に向けての検討をより深めて

いきます。ＮＰＯやソ－シャル・ファ－ムなどの取り組みを参考モデルとして就業体験の場づくりを

推し進めます。 

 「公益法人の制度改革」については、平成１８年国会審議を経て改正される見通しです。改正法の

全面施行は平成２０度以降ですが、改正点をふまえて留意項目の検討を進めます。 
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